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  第２章  自死の現状と課題   

 

◇ 使用する統計データについて 

自殺者数に関する主要統計としては、厚生労働省の「人口動態統計」と警察庁の「自殺統計」の２種類が

ありますが、本章では、詳細分析が可能な「自殺統計」を主に用います。 

《両統計の相違点》 

・調査対象について、人口動態統計は日本における日本国籍を有する者を、自殺統計は総人口（日本に

おける日本国籍を有さない者を含む。）を対象としています。 

 

◇ 地域自殺実態プロファイルについて 

「地域自殺実態プロファイル」とは、厚生労働省及び自殺総合対策推進センターが、主に平成 29（2017）

年から令和 3（2021）年の自殺統計及び住民基本台帳に基づく人口と国勢調査を用いて、性別や年代等の項

目ごとに自殺者数を集計した資料を指します。 

 

１ 本県の自死の現状（統計分析） 

 

（１）自殺者数・自殺死亡率の年次推移 

本県における令和 4（2022）年の自殺者数は 431 人で、自殺死亡率は 19.0 となっていま

す。自殺死亡率は全国値を上回り、高い方から 11 番目となっています。 

自殺者数及び自殺死亡率とも全国的に減少傾向にあり、本県においても、東日本大震災の

影響が懸念される年度間の増減はあるものの、全体的には減少傾向にあります。 

 

（表 1）本県の自殺者数・自殺死亡率・全国順位 

  
2017 
(H29) 

2018 
(H30) 

2019 
(H31) 

2020 
(R2) 

2021 
(R3) 

2022 
(R4) 

合計 平均 

自殺統計(自殺日・住居地) 
自殺者数 

412 391 408 414 415 431 2,471 411.8 

自殺統計(自殺日・住居地) 
自殺死亡率 

17.8 16.9 17.7 18.1 18.2 19.0 - 17.9 

人口動態統計 自殺者数 391 372 400 411 392 396 2,362 393.4 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」、自殺統計、人口動態統計 

 

（図 1）本県の自殺者数・自殺死亡率の年次推移 

 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 
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（２）性別、年齢別の状況 

自殺者数及び自殺死亡率とも全年齢階級において男性が女性を上回っており、全国と同様

の傾向となっています。 

イ 男性 

自殺者数全体に占める割合は、50 歳代が最も高く、次いで 40 歳代、30 歳代となっ

ています。自殺死亡率についても 50 歳代が最も高く、次いで 30 歳代、40 歳代の順と

なっています。これは、全国とおおむね同様の傾向にありますが、20 歳代から 50 歳代

までにおいては自殺者数の割合及び自殺死亡率がともに全国よりも高く、いわゆる「働

き盛り世代」の自死に特徴が見られます。 

ロ 女性 

自殺者数全体に占める割合は、20 歳未満を除く全年齢階級でほぼ同じとなっていま

す。また、自殺死亡率は 20 歳代及び 70 歳代以上が他の年齢階級よりも高くなっていま

す。高齢者の自殺死亡率が比較的高いことは全国と同様の傾向にありますが、20 歳代

から 30 歳代までにおいては自殺者数の割合及び自殺死亡率がともに全国よりも高い特

徴が見られます。 

 

 (図 2) 性・年代別の自殺者数割合及び自殺死亡率（平成 29（2017）年から令和 3（2021）年までの平均） 

 

 

*全自殺者数に占める割合 出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022） 
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  性別の自殺者数の推移を見てみると、平成 21 年以降、男性の自殺者数及び自殺死亡

率は大きく減少しているのに対し、女性の自殺者数及び自殺死亡率は、減少傾向にある

ものの、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

(表 2) 本県における性別の自殺者数の自殺者数の推移（H21（2009）～R4（2022）） 

 
 

ハ 子ども・若者 

     若年層のうち、学生・生徒等の自殺者数の推移をみると、平成 21 年以来、10人後半

から 20 人前後の自殺者数となっておりますが、最小値となった平成 24 年以降、令和４

年には 25人と平成 30 年に次ぎ過去２番目を記録しています。 

     また、県の自殺者数全体のうち、学生・生徒等が占める割合も増加傾向にあります。 

 

(表 3) 本県における子ども・若者の自殺者数の推移（H21（2009）～R4（2022）） 

 

※学生・生徒等とは、未就学児から大学生まで及び専修学校等に在籍する学生のことを指します。 

出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
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（３）死因の状況 

死因に占める自死の状況を年齢階級別でみると、令和 3（2021）年においては、10 歳代か

ら 30 歳代において自死が 1 位、40 歳代では 2 位となっており、全国と同様の傾向となって

います。 

 

(表 3) 本県における年齢別死因・死亡者数（R3（2021）） 

年代 

＼順位 

1 位 2 位 3 位 

死因 人数 死因 人数 死因 人数 

10 代 自殺 11 悪性新生物 7 不慮の事故 5 

20 代 自殺 54 不慮の事故 11 脳血管疾患 3 

30 代 自殺 56 悪性新生物 37 心疾患（高血圧性を除く） 8 

40 代 悪性新生物 115 自殺 73 心疾患（高血圧性を除く） 39 

50 代 悪性新生物 347 心疾患（高血圧性を除く） 110 脳血管疾患 88 

 (表 4) 全国における年齢別死因・死亡者数（R3（2021）） 

年代 

＼順位 

1 位 2 位 3 位 

死因 人数 死因 人数 死因 人数 

10 代 自殺 760 不慮の事故 214 悪性新生物 208 

20 代 自殺 2,526 不慮の事故 440 悪性新生物 382 

30 代 自殺 2,477 悪性新生物 1,463 心疾患（高血圧性を除く） 574 

40 代 悪性新生物 6,333 自殺 3,472 心疾患（高血圧性を除く） 2,450 

50 代 悪性新生物 18,810 心疾患（高血圧性を除く） 6,341 脳血管疾患 3,805 

出典：厚生労働省「人口動態統計」 

（４）自死の原因、動機別状況 

平成 29（2017）年から令和 3（2021）年までの合計自殺者数から見ると、最も大きな原

因は「健康問題」で、次いで「経済・生活問題」及び「家庭問題」となっており、全国と

同様の傾向となっています（図 3）。 

 

（図 3）自死の原因（平成 29（2017）年から令和 3（2021）年までの合計） 

 

出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 

 

（５）有職無職別、同居別居別の状況 

一般に自殺死亡率は完全失業率に連動すると言われており、本県においても、東日本大震

災の影響を受けつつも、完全失業率の減少に伴い自殺死亡率も減少する傾向が見られます

（図 4）。 
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自殺者数の割合は、男性は、40 歳から 59 歳までの同居の有職者が最も高く、次いで 60

歳以上の同居の無職者、20 歳から 39 歳までの同居の有職者の順となっています。女性は、

60 歳以上の同居の無職者、40 歳から 59 歳までの同居の無職者、20 歳から 39 歳までの同

居の無職者の順となっています（図 5）。 

なお、自殺者数が減少傾向にある中、勤務問題（仕事疲れ、職場の人間関係、仕事の失敗

等）を理由とする自殺者数は横ばいとなっています（図 6）。 

 

（図 4）自殺死亡率と完全失業率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：宮城県社会経済白書、労働力調査資料、警察庁「自殺統計」 

 

（図 5）自殺者数の割合及び自殺死亡率（H29（2017）～R3（2021）までの合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

 

（６）自殺者数の未遂歴の状況 

未遂歴のある自殺者数の割合は 2 割で、全国と同様となっています（表 5）。年次の推移

をみると、自殺者数全体が緩やかな減少傾向にある中で未遂歴のある自殺者数はほぼ横ばい

となっており、特に自殺者数に占める女性の割合は約 3 割であるのに対し、未遂歴のある自

殺者数のうち女性の占める割合は約半数と高くなっています（図 6）。 
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（表 5）自殺者数における未遂歴の有無（H29（2017）～R3（2021）合計） 

未遂歴 自殺者数 割合 全国割合 

あり 426 20.9% 20.5% 

なし 1,381 67.7% 60.9% 

不詳 233 11.4% 18.6% 

合計 2,066 100% 100% 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

 

（図 6）本県の自殺者数における未遂歴の推移（H29（2017）～R3（2021））（単位：人） 

  

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

 

（７）東日本大震災に関連する自殺者数の状況 

「東日本大震災に関連する自死」とは、次の 5 つの要件のいずれかに該当するものとさ

れています（図 7）。本県では、令和 3（2021）年までに 62 人の方々が亡くなられていま

す（表 6）。また、市町村及び保健所における自死に関する相談件数は、震災以前は内陸部

が沿岸部を上回っていましたが、震災以降は逆転し、令和 2（2020）年度は内陸部の 2 倍

以上の相談が寄せられています（図 8）。 

こうした状況を踏まえ、東日本大震災の発生が、今後、自死にどのような影響を与える

かを注視していく必要があります。 

  

（図 7）東日本大震災に関連する自死の定義（平成 23 （2011）年 6 月 15 日付け内閣府自殺対策推進室、内閣

府経済社会総合研究所自殺分析班、警察庁、厚生労働省通知） 
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⑤ その他、自殺の「原因・動機」が、東日本大震災の直接の影響によることが遺族等の供述その他により判 

明したもの。 
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（表 6）東日本大震災に関連する自殺者数の推移（*H23（2011）は 6 月から 12 月までの集計） 

 全国 宮城 岩手 福島 その他  全国 宮城 岩手 福島 その他 

H23（2011）

* 
55 22 17 10 6 

H29

（2017） 
26 5 7 12 2 

H24（2012） 24 3 8 13 0 
H30

（2018） 
9 3 2 4 0 

H25（2013） 38 10 4 23 1 
R1

（2019） 
16 1 3 12 0 

H26（2014） 22 4 3 15 0 
R2

（2020） 
5 1 1 3 0 

H27（2015） 23 1 3 19 0 
R3

（2021） 
6 4 1 1 0 

H28（2016） 22 8 6 7 1 合 計 246 62 55 119 10 

出典：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 

 

（図 8）自死に関する相談件数（市町村及び保健所） 

 

出典：地域保健・健康増進事業報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

253

1068

673 653 634

998

882

684

901

781

466

575

271
184

260

360

174
218

436

339

0

200

400

600

800

1000

1200

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

沿岸部

内陸部



9 

 

（８）地域自殺実態プロファイルによる本県の自死の主な特徴 

地域自殺実態プロファイルでは、20 歳から 59 歳までの男性有職者の自殺者数が多く、そ

の危機経路は、職場における人間関係の悩みや過労からうつ状態を経て自死に至ることが示

されています。また、男女ともに 60 歳以上の自殺者数が多く、身体疾患を発症することに

よる病苦や介護疲れから自死に至ることが示されています。これらの分析からは、有職者に

あっては職場の人間関係や労働関係等を原因として、高齢者にあっては身体疾患等を原因と

してうつ状態となって、自死に追い込まれていく姿がうかがえます。 

 

（表 7）本県の主な自死の特徴（H29（2017）～R3（2021）合計） 

 

*「割合」は本県の自殺者数 5 年計全体に占める割合 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」及び厚生労働省 

 

 

（９）医療圏ごとの状況 

仙南医療圏では、60 歳以上の同居人のある無職者の男性の割合が最も高く、全県での割

合と比べて最も差が大きくなっています。次いで 20 歳から 39 歳まで及び 40 歳から 59 歳

までの同居人のある有職者の男性と、60 歳以上の同居人のある無職者の女性の割合が同率

で高くなっています（図 9）。 

仙台医療圏では、40 歳から 59 歳までの同居人のある有職者の男性の割合が最も高く、

次いで 60 歳以上の同居人のある無職者の女性の割合が高くなっています（図 10）。 

大崎・栗原医療圏では、20 歳から 30 歳までの同居人のある有職者の男性の割合が最も

高く、全県での割合と比べて最も差が大きくなっています。次いで 60 歳以上の同居人のあ

る無職者の女性の割合が高くなっています（図 11）。 

石巻・登米・気仙沼医療圏では、40 歳から 59 歳までの同居人のある有職者の男性の割

合が最も高く、全県での割合と比べて最も差が大きくなっています。次いで 60 歳以上の同

居人のある無職者の男性の割合が高くなっています（図 12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1位:男性40～59歳有職同居 244 12.0% 20.9
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕事
の失敗→うつ状態→自殺

2位:男性60歳以上無職同居 210 10.3% 26
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）＋

身体疾患→自殺

3位:女性60歳以上無職同居 196 9.6% 13.8 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺

4位:男性20～39歳有職同居 160 7.8% 21.7
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企業)→

パワハラ＋過労→うつ状態→自殺

5位:女性40～59歳無職同居 102 5.0% 18.4 近隣関係の悩み＋家族間の不和→うつ病→自殺

上位５区分 割合※
自殺者数

5年計

背景にある主な自殺の危機経路

（全国的な傾向）

自殺

死亡率*

(10万対)



10 

 

医療圏 各医療圏の自死の概要（H29（2017）～R3（2021）合計） 

仙南 

（図 9） 

 

仙台 

（図 10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
大崎・ 

栗原 

（図 11） 
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石巻・ 

登米・ 

気仙沼 

（図 12） 

 

 

※自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」から宮城県作成 

 

・仙南医療圏：白石市、角田市、蔵王町、七ヶ宿町、大河原町、村田町、柴田町、川崎町及び丸森町 

・仙台医療圏：仙台市、塩竈市、名取市、多賀城市、岩沼市、富谷市、亘理町、山元町、松島町、 

七ヶ浜町、利府町、大和町、大郷町及び大衡村 

・大崎・栗原医療圏：栗原市、大崎市、色麻町、加美町、涌谷町及び美里町 

・石巻・登米・気仙沼医療圏：石巻市、気仙沼市、登米市、東松島市、女川町及び南三陸町
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２ 重点的に取り組むべき課題 

 

（１）東日本大震災の被災者が抱える諸問題 

東日本大震災から 12 年が経った現在も震災関連の自死は後を絶たず、震災以降の自殺

者数の減少傾向も鈍化している現状から、震災に伴う環境変化が様々な心理的ストレスを

生み出し、自死に追い込む大きな潜在リスクとなっていることが推測されます。 

震災以降、アルコール依存症等のハイリスク群の存在も明らかとなっており、精神疾患

に関する専門的支援が求められているほか、被災者の生活再建や孤立防止など、復興の進

捗に応じて変化する被災者ニーズに対して関係機関が連携し、包括的・中長期的な支援を

行うことが継続して求められています。 

 

（２）健康問題 

自死の最も大きな原因は「健康問題」であり、自死に追い込まれる危機経路上に必ず出現

する重要な課題です。特に「うつ病」は、うつ病が他の問題を誘引する場合や他の問題から

うつが誘引される場合が混在しているため、医学的な対処に加え、関連する他の問題への対

処も重要となります。 

健康問題は、勤務・経営問題や家庭問題など様々な問題と密接な関係があります。自死対

策の基盤として心身の健康の保持増進を図ることは、「生きることの促進要因（自死に対す

る保護要因）」を増やし、「生きることの阻害要因（自死のリスク要因）」を減らすことにつ

ながります。 

 

（３）勤務・経営問題 

地域自殺実態プロファイルにおいて、「勤務・経営問題」は本県の重点的取組課題の一つ

に挙げられています。全国と比べて、男女とも 20 歳から 59 歳までの有職者の自殺者数の割

合が高いほか、特に男性においては 40 歳から 59 歳までの有職者の自殺者数の割合が高く、

その傾向は仙台医療圏や石巻・登米・気仙沼医療圏で顕著です。一方、男性においては無職

者の自殺死亡率は有職者の自殺死亡率に比べて極端に高いことから、雇用が自死防止に一定

の役割を果たしている現状もうかがえます。 

こうしたことから、職場内の人間関係や長時間労働など労働環境の一層の改善が必要であ

るほか、県内の産業経済施策や雇用施策の一層の推進が求められています。 

 

（４）高齢者関連問題 

地域自殺実態プロファイルにおいて、「高齢者問題」は本県の重点的取組課題の一つに挙

げられています。60 歳以上の自殺者数の割合及び自殺死亡率は全国と同様の傾向にありま

すが、60 歳以上の無職で同居者のある男女の自殺者数は 20 歳から 59 歳までの有職男性の

自殺者数に匹敵する数に上っており、その傾向は仙台医療圏を除く各医療圏で顕著にみられ

ています。 

高齢者は、退職や身体疾患等により孤立・孤独に陥りやすい状況に置かれていることを踏

まえ、医療・介護・予防などが一体的に提供される地域包括ケアシステムの充実・推進や孤

立・孤独を防ぐための社会参加促進施策が強く求められています。 

 

（５）経済的・社会的困窮問題 

地域自殺実態プロファイルにおいて、「経済的・社会的困窮」は本県の重点的取組課題の

一つに挙げられています。自死の原因・要因として、健康問題に次いで、「生活苦」や「負債

（多重債務）」の割合が高く、本県の主な自死の特徴（表 7）の 2 位に挙げられる 60 歳以上

の無職の男性については、危機経路の主要部に生活苦が存在しています。  
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経済的・社会的困窮は、虐待、依存症、疾患、障害、被災、介護、多重債務、労働等の

多様な要素が複雑に絡み合って生じており、社会的孤立とも深く関係しています。このた

め、困窮者が抱える複合的な課題に対する包括的な支援の検討・実施が求められていま

す。 

 

（６）子ども・若者関連問題 

  自殺者数全体に占める割合及び自殺死亡率は、男女ともに 20 歳代から 40 歳代までにお

いて全国よりも高く、また 10 歳代から 30 歳代までにおける死因の中では、自死が最も多

くなっています。子ども・若者は、成長過程で社会や集団と自己との関係において、様々な

課題や悩みを抱えることが多く、いじめ、不登校、児童虐待、性暴力被害、ひきこもり、性

的マイノリティに対する偏見等の「生きることの阻害要因（自死のリスク要因）」にも遭遇

しがちです。また、思春期には精神的な安定を失いやすくなったり、青年期に受けた心の傷

は生涯にわたる影響が懸念されることなど、若年層の自死対策は人生を生き抜く土台づくり

としても重要です。 

このため、心の健康や自死の問題への関心を高め正しく理解するための教育や啓発活動

のほか、若年層を取り巻く行政、学校、地域など多様な主体の連携した取組がより一層求

められています。 

 

  （７）女性関連問題 

     本県の自殺者数は依然として男性が多くの割合を占めていますが、新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響等により、社会生活に大きな変化が生じている中で、女性の自殺者

数については令和 2 年（2020 年）及び令和 3 年（2021 年）にはコロナ前の令和元年と

比較して 2 年連続で増加しています。 

     専業主婦や非正規雇用等の労働者が比較的多く、配偶者等からの暴力や性犯罪・性暴

力被害等、困難な問題を抱える女性への支援や、予期せぬ妊娠や、産後の心身の不調

等、身体的・精神的な悩みを抱えた女性への支援等、女性特有の問題や視点を踏まえた

自死対策を充実させていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


